
Ⅰ 出 店 計 画 

 

１ 出店計画の概要 

 

 

○ 出店計画の趣旨 

○ 営業方針 

○ 周辺環境への配慮事項 

○ その他 

 

※ 以上の点を中心に簡潔に文章により記載する。 

 

 

 

２ 建物設置者の概要 

（１）名 称： 

（２）代 表 者： 

（３）所 在 地： 

（４）電話番号： 

（５）事業内容： 

 

３ 建築計画の概要 

（１）建物の名称及び所在地 

 

（２）建物の構造及び規模 

① 構造及び階層 

※ 建物が複数ある場合には、それぞれ記載する。 

② 店舗面積等の内訳 

 建築面積（㎡） 延床面積（㎡） 店舗面積（㎡） 

A 棟   １F 

２F 

B 棟    

計    

※ 建物が複数階の場合には、店舗面積は階層ごとに記載する。 

 

 



（３）建築着工予定年月日等 

① 建築着工予定年月日： 

② 完 成 予 定 年 月 日： 

③ 開 店 予 定 年 月 日： 

 

４ 計画敷地の概要 

（１）敷地面積及び土地所有形態 

① 土地の所有形態 

※ 自己所有及び借地の区分を記載する。 

② 敷地面積 

③ 現況地目 

④ 現在の利用状況 

※ 店舗建設に当たって農振除外や農地転用の手続きを要する場合には、手続きの進ちょく

状況と見込みを記載する。 

 

（２）法令上の用途等 

① 用途地域 

※ 店舗建設が法令上不可能な地域（例：市街化調整区域、工業専用地域等）での計画に

ついては、解除等の見通しのあるもの又は除外規定の対象となるものである場合は、そ

の見通し及び作業日程、法令上の根拠などを記載する。 

② 建ぺい率及び容積率 

③ 都市計画事業の有無とその内容 

※ 敷地の市街地再開発事業・土地区画整理事業等の都市計画事業の有無とその概要につい

て具体的に記載する。 

 

 

 

５ 小売業者の概要 

（１）核となる小売業者（店舗面積５００㎡以上のもの） 

小売業者名 代表者名 住所 業種 店舗面積（㎡） 

     

     

     

合計  

※ 個人で営業している方については店舗名と氏名を記載する。 

※ 未定のものについてもわかっている範囲で予定業種などを記載する。 

 



（２）その他の小売業者（店舗面積５００㎡未満のもの） 

小売業者名 代表者名 住所 業種 店舗面積（㎡） 

     

     

     

合計  

※ 個人で営業している方については店舗名と氏名を記載する。 

※ 未定のものについてもわかっている範囲で予定業種などを記載する。 

 

（３）小売業者の合計店舗面積 

 

６ 小売業以外の施設（併設施設）の概要 

（１）併設施設の利用者と小売店舗の利用者が概ね一致すると想定される施設（飲食店、銀行ＡＴ

Ｍ、クリーニング、映画館、ボーリング場、ゲームセンター、温浴施設等） 

業務内容 事業者名 延床面積（㎡） 

   

   

   

合計  

 

（２）併設施設の利用者と小売店舗の利用者とは独立して考えられるような施設（オフィス、マン

ション等） 

業務内容 事業者名 延床面積（㎡） 

   

   

   

合計  

 

（３）小売店舗以上の集客力を有する大規模なアミューズメント施設（小売店舗が大規模なアミュー

ズメント施設や博覧会施設の一部である場合等） 

業務内容 事業者名 延床面積（㎡） 

   

   

   

合計  

 

 

店舗面積（㎡）  



７ 届出事項の概要 

（１）大規模小売店舗の施設の配置に関する事項 

届出事項 届出 算出の考え方 指針数値 

駐車場の収容台数 台   

駐輪場の収容台数 台  － 

荷さばき施設の面積 ㎡   

廃棄物等保管施設の

容量 

?   － 

※届出事項が配置が複数になる場合には、計をおくこと。 

 

（２）大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項 

届出事項 届出 設定した理由 

開店時刻及び閉店時刻   

駐車場利用時間帯   

駐車場出入口の数 箇所  

荷さばき実施時間帯   

※届出事項について、施設を一体として管理しない場合には、テナント等ごとに記入すること。 



８ 関係法令等による規制及び調整の状況 

 規制等の有無 申請・認可又は調整の状況 

用途地域   

開発許可   

地区計画   

都
市
計
画
法 

風致地区   

景観計画   景
観
法 

景観地区   

建築基準法   

農地法   

農業振興地域の整備に関

する法律 

  

道路法   

道路交通法   

駐車場条例   

駐輪場条例   

騒音に係る環境基準   

騒音規制法   

廃棄物処理法   

その他   

※ 用途地域における第一種住居地域や騒音規制法における第一種地域など法で定められた区分

がある場合には、有無の欄に併せて記載する。 


